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当社孫会社によるインドネシア PT.JAPAINDO INTERTRANS PRIMA の 

買収手続きの開始に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の子会社であります株式会社ペガサスグローバ

ルエクスプレスのインドネシア子会社である PT.Pegasus Global Express Indonesia を通じて

PT.JAPAINDO INTERTRANS PRIMAの買収手続き（以下「本件取引」）を開始することについて決

議しました。これを受けて、当事者間で合併に関する覚書を締結しましたのでお知らせいたし

ます。 

尚、本取引は、インドネシア当局の承認を以て実行となります。 

 

１．本件取引の目的 

カンダグループは、子会社の株式会社ペガサスグローバルエクスプレス（以下「PGE」）を

中核として、国際物流事業の業容拡大を経営方針として取り組んで参りました。特に、海の

アセアンであるインドネシアにつきましては、平成 27年 2月に PT. Pegasus Global Express 

Indonesia（以下「PGEI」）を設立、9月より営業を開始し、緊急輸送サービスを主力としな

がらも海上・航空両面で国際物流体制を構築すべく営業活動に取り組んでまいりました。 

今回、本件取引を通じ、特に国際海上貨物に強みを持つ PT.JAPAINDO INTERTRANS PRIMA

（以下「JPI」）の顧客基盤、ネットワーク及びノウハウ等を取込み、国際海上貨物を更に強

化しお客様により高品質なサービスを提供できる体制を構築できるものと考えております。 

 

２．本件取引の方法 

   インドネシア会社法の規定に従い、PGEIを存続会社、JPIを消滅会社とする吸収合併を

行います。これにより JPI 株主に対しては、PGEI株式を交付いたします。一方、PGEI株

主は JPI株主より全交付株式を買取ります。 

 

３．PGEI（存続会社）の概要 

 （１）商号         PT. Pegasus Global Express Indonesia 



 （２）所在地        ジャカルタ（インドネシア） 

 （３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長 高井 優彦 

（４）事業内容       国際航空貨物・海上貨物の利用運送事業 

 （５）資本金        26億 25百万ルピア 

 （６）設立         平成 27年 2月  

 （７）大株主及び持株比率  PGE    5,145株（49.0％） 

               APM MBS   4,830株（46.0％） 

（８）直近事業年度の  売上      42億 15百万ルピア（平成 27年 12月期） 

            当期純損失    2億 48百万ルピア（平成 27年 12月期） 

 （９）当社との資本関係等  当社の孫会社となります 

 

４．JPI（消滅会社）の概要 

（１）商号         PT.JAPAINDO INTERTRANS PRIMA 

 （２）所在地        ジャカルタ（インドネシア） 

 （３）代表者の役職・氏名  Lasma Saor Sinurati 

（４）事業内容       海上貨物の利用運送事業 

 （５）資本金        5億ルピア 

 （６）設立         平成 16年 8月  

 （７）大株主及び持株比率  Siti Halimah        375株（75.0％） 

                              Lasma Saor Sinurati     125株（25.0％） 

（８）直近事業年度の   売上      336億 92百万ルピア（平成 27年 12月期） 

              当期純利益    3億 54百万ルピア（平成 27年 12月期） 

 （９）当社との資本関係・人的関係・取引関係共にありません。 

 

５．合併後の所有株式の状況 

 （１）合併前の取得株式数      ５,１４５株（４９.０％） 

 （２）取得株式数         ３２,１４１株（注） 

 （３）合併後の取得株式数     ３７,２８６株（６７.０％） 

 （注）最終的な取得株式数及び合併後の取得株式数は、取得価格に基づき決定されます。 

 

６．日程（予定） 

  平成 29年 3月    株主総会、合併契約書等調印 

  平成 29年 4月     取引実行 

 

７．今後の見通し 

  当期以降の業績への影響は現時点では軽微であると予想しております。今後、当社連結業

績に重要な影響を及ぼすことが明らかとなった場合には、速やかに開示いたします。 

 

                以上 


